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研究成果の概要（和文）：本研究課題では，第5世代移動通信システム(5G)の中核技術である非直交多元接続
(NOMA)を取り上げ，ユーザ間のチャネル利得差が小さい場合にその適用効果が減少する問題をNOMAと直交多元接
続(OMA)の帯域内同時利用により克服するとともに，今後の無線サービスの多様化を見据え，ユーザの伝搬路情
報だけでなく，ユーザの多様な要求スループットも考慮したリソース割当て法を提案した．計算機シミュレーシ
ョンによる特性評価の結果，移動通信特有のマルチセル環境下において，提案方式のスループット特性がNOMAの
みあるいはOMAのみによる方式よりも良好となることがわかった．

研究成果の概要（英文）：In this research, we focus on Non-Orthogonal Multiple Access (NOMA), a core 
technology of the fifth-generation mobile communication system (5G), and propose the hybrid multiple
 access scheme simultaneously using NOMA and Orthogonal Multiple Access (OMA) within the band in 
order to overcome the problem of degrading the performance of NOMA in the case of small channel gain
 difference between users. In addition, in anticipation of future diversification of wireless 
services, we propose a resource allocation method that considers not only users' propagation path 
information but also their diverse throughput requirements. Performance evaluation through computer 
simulations showed that in the multi-cell environment specific to mobile communications, the 
throughput performance of the proposed method is better than that of the cases using only NOMA or 
only OMA.

研究分野：無線通信ネットワーク

キーワード： NOMA　OMA　リソース割当て　ユーザ要求　システムスループット

  １版
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研究成果の学術的意義や社会的意義
提案するNOMAとOMAのハイブリッド多元接続方式は，ユーザ間のチャネル利得差の小さい低CNR領域では，OMAを
活用し，ユーザ間の高いチャネル利得差が期待できる高CNR領域では，NOMAを活用できることから，チャネル利
得差の小さい場合に生じるNOMAのシステム容量劣化の問題を効果的に克服できる．また，5Gで想定される多様な
要求スループットに対しても，提案方式の有効性が確認できたことから，5G以降の移動通信ネットワークで求め
られる多様な通信トラヒックを前提とした無線ネットワークの高度化に貢献できる．

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
 高機能携帯端末の登場以降，モバイルサービスの需要は年 1.5 倍ペースで増加し続けている．
また，第 5世代移動通信システム (5G) では，これまでの人を中心とした無線通信だけでなく，
IoTや ITSといったモノを中心とした無線サービスの実現も期待されており，これに伴い，より
一層増大する無線トラヒックの効果的・効率的な収容を可能とする技術，すなわち大容量化技術
の開拓は，移動通信ネットワークの高度化の観点から極めて重要な課題である．移動通信ネット
ワークの大容量化の一アプローチとして，5G では，逐次干渉キャンセラ (SIC : Successive 
Interference Canceller) を用いた非直交多元接続 (NOMA : Non-orthogonal Multiple Access)
の適用が検討されている．図 1 に示すように，第 4 世代移動通信システム (4G) で既に採用さ
れている，周波数領域において無線リソースを分割し，複数のユーザを多元接続する直交多元接
続 (OMA : Orthogonal Multiple Access) とは異なり，NOMAは，電力領域において無線リソ
ースを分割し，多元接続の実現を図るもの
であることから，OMA と比較して 1 ユー
ザ当たりの送信帯域幅を拡大でき，移動通
信ネットワークの更なる大容量化に貢献
できる．その一方で，NOMAでは，電力領
域，すなわちユーザ間のチャネル利得の差
異を利用してユーザ多重を実現すること
から，図 2に示すように，その差異が小さ
い場合に無線リソースの分割が不十分と
なり，OMA と比較してシステム容量が低
下する問題が生じる．また，
同時接続ユーザ数が増加す
ると，ユーザ間干渉の影響が
深刻となることから，NOMA
の適用効果が減少すること
も知られている． 
 
２．研究の目的 
 本研究課題では，5G の中核技術である NOMA を取り上げ，ユーザ間のチャネル利得差が小
さい場合や同時接続ユーザ数の増加に伴う適用効果の減少をNOMAとOMAの帯域内同時利用
により克服し，システム容量の更なる向上を目指すものである．具体的には，図 3 に示すよう
に，NOMAのみでユーザ多重を行うのではなく，OMAならびにNOMAと OMAの両方を組み
合わせたリソースパターンを伝送帯域内に新たに設定し，各ユーザのチャネル状態に応じて適
切にリソースパターンを選択する方式を提案する．これまでに，NOMAと OMAの方式選択の
提案はなされているが，いずれも同一帯域内利用ではなく，比較的長区間を対象とした方式の切
替えに留まっており，上述のNOMA自体が有する瞬時的なチャネル状況に起因した問題点の解
決には至っていない．特に，提案方式では，NOMAと OMAの帯域内同時利用により，NOMA
だけでなく OMA に対してもユーザを振り分
けることが可能となることから，NOMAの同
時接続ユーザ数を低減でき，NOMA自体の特
性の改善も図ることができる．また，5Gに代
表される将来の移動通信ネットワークでは，
多様なモバイルアプリケーションの実現が想
定されることから，ユーザ要求の多様化への
対応も重要である．本研究課題では，この点に
鑑み，各ユーザのチャネル状況によって決定
されるネットワーク側で供給可能なスループ
ットだけでなく，各ユーザの所望トラヒック
サイズも視野に入れて，瞬時的に，より柔軟な
リソース割り当ての実現を目指すことを特色
とする． 
 
３．研究の方法 
本章では，2章の研究目的に必要となる研究項目について簡潔に述べる． 

 
(1) NOMAと OMAを同時に活用した無線リソース割り当て法の提案と特性評価 
 NOMAが有する，ユーザ間のチャネル利得が小さい場合に OMAと比較してシステム容量が
低下するといった問題を克服すべく，NOMA のみでユーザ多重を行うのではなく，OMA なら

(a) OMA (b) NOMA 

図 1 OMAとNOMAの概念 

(a) チャネル利得差が大きい (b) チャネル利得差が小さい 

図 2 チャネル利得差がNOMAに与える影響 

図 3 NOMAと OMAの帯域内同時利用 



びにNOMAと OMAの両方を組み合わせたリソースパターンを新たに設定し，各ユーザのチャ
ネル状態に応じてシステム容量が最も良好となるリソースパターンを選択する方式を提案する．
また，提案方式の有効性を，NOMA単独，OMA単独及びNOMAと OMAを切り替える従来方
式を比較対象にとって，システム容量の観点から計算機シミュレーションにより検証する． 
 図 4は，3ユーザ多重を想定した場合の提案方式の概念を示したものである．同図に示すよう
に，提案方式では，NOMAと OMA，そしてそれらの中間的な役割を果たすNOMAと OMAを
同時に活用する 3種類のリソースパターンを設定する．ここで，NOMAと OMAを同時に活用
するリソースパターンでは，ユーザ配置の際に，3種類の組み合わせが生じることから，この 
場合，結局，全部で 5パターンがユーザ配置の対象となる．ユーザ配置の決定については，各ユ
ーザからフィードバックされる伝搬路情報に基づき，各リソースパターンの瞬時システム容量
を算定し，それらの中で瞬時システム容量が最良となるリソースパターンを選択する． 

 
(2) ユーザ要求に基づく無線リソース割り当て法の提案と特性評価 
 5G 以降のモバイルネッ
トワークで想定されるユー
ザ要求スループットの多様
性を考慮して，(1) で検証
した提案方式の拡張を進め
るとともに，その有効性を，
eMBB (enhanced Mobile 
Broadband) や URLLC 
(Ultra-reliable and Low-
latency Communications) 
といった異なるユーザトラ
ヒックが混在する環境下に
おいて，計算機シミュレー
ションにより検証する．図
5 に示すように，提案方式
は，各ユーザのチャネル状
態だけでなく，所望トラヒ
ックサイズも考慮して，
NOMA 単独，OMA 単独ならびに NOMA
と OMA の両方を組み合わせたリソースパ
ターンの中から最も実質的なシステムスル
ープットが良好となるものを選択するもの
である． 
 図 6は，提案方式における実質的なシス
テムスループット Ri,Actualの計算方法を示し
たものである．ただし，TTTIは伝送時間間隔
(TTI : Transmission Time Interval) であ
り， Rk,iと Tk,iは，それぞれリソースパター
ン#iにおけるユーザ#kのスループットと所
要伝送時間である． 
 
(3) 複数アンテナがユーザ要求に基づく無線リソース割り当て法に与える影響の評価 

図 4 提案するNOMAと OMAを同時に活用した無線リソース割り当て法の概念 

図 5 提案するユーザ要求に基づく無線リソース割り当て法の概念 

図 6 実質的なシステムスループットの計算方法 



 最近の移動通信システムにおいて，基地局が複数の送信アンテナを備えていることに鑑み，最
大比送信 (MRT) を (2) で検証した提案方式に適用する．また，提案方式の有効性を，送信アン
テナ数をパラメータにとって，システムスループットの観点から計算機シミュレーションによ
り検証する． 
４．研究成果 
 本章では，3章の研究の方法に記載した各研究項目の成果について簡潔に述べる． 
 
(1) NOMAと OMAを同時に活用した無線リソース割り当て法の提案と特性評価 
ここでは，提案するNOMAと OMA
を同時に活用した無線リソース割り当
て法の有効性を，NOMA単独，OMA単
独及びNOMAとOMAを切り替える従
来方式を比較対象にとって，システム
容量特性の観点から計算機シミュレー
ションにより検証する．表 1 は，シミ
ュレーション諸元を示したものであ
る．本評価では，NOMAの送信電力割
り当て法として，固定電力割り当て法
を適用するものとし，送信電力差を決
定づけるパラメータはfpa = 0.25とする．また，ユーザの発呼としては，セル全体から発呼され
る通常の形態と，低 SINR (Signal-to-interference-plus-noise Ratio) かつユーザ間の電力差が
小さい最悪な状態を反映できるセルエッジのみから発呼される形態の 2 種類の形態を想定する
ものとする． 
図 7 は，システム容量の累積分布特性を示したものである．同図 (a) より，ユーザの発呼が
セル全体の場合，NOMAと OMAの特性を比較すると，NOMAは高システム容量となる確率を
高め，OMAは低システム容量となる確率を抑える効果があることがわかる．これより，NOMA
と OMAで，互いに優位となるシステム容量の領域が異なることがわかる．また，提案方式は，
従来方式と比較して，NOMAと OMAを帯域内で同時利用できることから，システム容量を向
上できることがわかる．更に，同図 (b) より，ユーザの発呼がセルエッジの場合，伝搬減衰が大
きい上に，ユーザ間のチャネル利得差が小さくなることから，NOMAのシステム容量が劣悪と
なるものの，提案方式は最も良好なシステム容量を達成できることがわかる． 

 
(2) ユーザ要求に基づく無線リソース割り当て法の提案と特性評価 
 ここでは，提案するユーザ要求に基
づく無線リソース割り当て法の有効性
を，eMBB や URLLC といった異なる
ユーザトラヒックが混在する環境下に
おいて，計算機シミュレーションによ
り検証する．なお，本評価のシミュレー
ション諸元については，最大多重ユー
ザ数を 3，TTIを 1 msとし，他のパラ
メータは表 1 に従うものとする．表 2 は，ユーザトラヒックモデルを示したものである．同表
に示すように，eMBBと URLLCの 2 種類のトラヒックモデルを想定し，異なるトラヒックサ
イズのユーザが混在するものとする．ユーザの発呼の形態としては，セル全体とする． 

表 1 シミュレーション諸元 

図 7 システム容量の累積分布特性 

(a) セル全体 (b) セルエッジ 

表 2 ユーザトラヒックモデル 



 図 8は，システムスループットの累積分布特性を示したものである．ただし，同図では，eMBB
のパケットサイズを 600 byte に設定している．同図より，(1) で検証した従来方式のシステム
スループットは，NOMA単独のそれと比較して劣化することがわかる．これは，従来方式では，
各ユーザのチャネル状態のみを考慮するため，URLLCのユーザに過剰な無線リソースを割り当
ててしまうことがあり，リソースパターンの柔軟性を十分に活かすことができないためである．
しかしながら，提案方式は，各ユーザのチャネル状態だけでなく，所望トラヒックサイズも考慮
することから，ユーザトラヒックに関わらず，最も良好なシステムスループットを達成できるこ
とがわかる．特に，提案方式は，要求の異なるユーザの無線リソースを柔軟に組み合わせられる
ことから，NOMA単独と比較して，システムスループットを大幅に向上できることがわかる． 

 
(3) 複数アンテナがユーザ要求に基づく無線リソース割り当て法に与える影響の評価 
 ここでは，最近の移動通信システムでは基地局が複数の送信アンテナを備えていることに鑑
み，(2) で検証した提案方式にMRTを適用するとともに，その有効性を，送信アンテナ数をパ
ラメータにとって，システムスループットの観点から計算機シミュレーションにより検証する．
なお，本評価のシミュレーション諸元については，全帯域幅を 10 MHz，送信アンテナ数を 1，
2及び 4とし，他のパラメータは表 1に従うものとする．また，ユーザトラヒックモデルは表 2
に従うものとし，ユーザの発呼の形態はセル全体とする． 
 図 9 は，eMBB のパケットサイズ対システムスループット特性を示したものである．同図よ
り，送信アンテナ数 Ntが 2または 4の場合，NOMA単独のシステムスループットは，OMA単
独のそれよりも劣化することがわかる．しかしながら，従来方式の適用により，NOMAと OMA
の帯域内同時利用が可能となることから，システムスループットが向上することがわかる．更に，
提案方式では，チャネル状態だけでなく，所望トラヒックサイズも考慮したリソースパターンの
選択により，伝送効率が向上することから，送信アンテナ数に関わらず，NOMA単独，OMA単
独及びチャネル状態のみを考慮する従来方式と比較して，システムスループットが良好となる
ことがわかる．特に，eMBBのパケットサイズが大きくなるほど，提案方式と従来方式のシステ
ムスループットの差が大きくなることが
わかる．これは，eMBBと URLLCのパケ
ットサイズの差が大きくなるほど，従来方
式では eMBB ユーザに必要な無線リソー
スが十分に割り当てられなくなるものの，
提案方式では所望トラヒックサイズを考
慮して柔軟にリソース割り当てを行うた
め，伝送効率が向上することに起因した結
果である．また，送信アンテナ数 Ntが大き
くなるほど，空間ダイバーシチ効果を獲得
できることから，システムスループットが
良好となることがわかる． 
以上，本提案方式により，NOMAのシス
テムスループットがより一層向上できる
ことが明らかとなったことから，本研究成
果が移動通信ネットワークのさらなる高
速・大容量化に貢献できるものと考えられ
る． 

図 8 システムスループットの累積分布特性 

(a) eMBB (b) URLLC 

図 9 パケットサイズ対システムスループット特性 
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